封入封緘機　賃貸借契約仕様書

１．物件
（１）参考機器　ピツニーボウズ社製封入封緘機Relay8000型及びバーコード付与ソフト
（２）数量　　　１台

２．本体寸法（１）及び重量（２）
（１）横幅：5000mm以下・奥行：600mm以下・高さ：850ｍｍ以下
　※横幅はフィーダーからスタッカーまでを含んだ数値とする。
（２）250kg以下

３．電源
　100VAC・50/60Hz・10A

４．導入、搬入及び設置方法
（１）納品にあたっての運搬、指示場所への設置、組立及び検査に要する費用は、全て受注者の負担とすること。
（２）搬入された機器等は、現地担当者が指示する場所に指示通り組立て・設置すること。また、設置後の動作確認を行い、正常動作を確認すること。
（３）納入場所における納品機器の設置及び動作確認について、事前に担当課と日時・方法等の打合せを実施すること。
（４）機器使用担当者への十分な操作研修を実施すること。
（５）各帳票の初回封入封緘作業時に保守業者による設定サポートを実施すること。

５．封入封緘機　機能仕様
（１）処理速度が5,400通／時　以上（１点封入時）であること。
（２）月間最大処理量が200,000通以上であること。
（３）紙折り（二つ折、内三つ折、外三つ折、四つ折、変則折）封入、封緘の機能を有すること。
（４）一般的な紙詰まり時にクリアデッキボタンで排出ができること。
（５）封筒アライナーが搭載されていること（封入直前に内容物と封筒位置を検出し、最適な位置で封入作業を行い、用紙ズレなどの封入詰まりを防ぎ、安定稼働を行うこと。）。
（６）通数カウンターがあり処理通数を容易に確認できること。
（７）封緘機能として、封筒フラップの形状を限定しないこと（山型やストレート等）。
（８）角2封筒に関して和形封筒に封入封かん処理できること。
（９）処理枚数によって定形／定形外を同時に処理できること（ミックス処理）。
（10）１つの封筒に纏め折及び単体折の処理が帳票（トレー）別に設定ができ、同時に封入処理ができること。
（11）帳票バーコード読取スキャナー制御により、３種類以上の帳票に対して各トレーからの選択･照合の処理ができること。
（12）用紙の厚さ検知機能を有し、厚みはテストモードで自動記憶できること。
（13）各書類の厚みを自動認識し、連続稼働中に二重送りが発生した場合は即停止し、誤封入を防ぐ機能があること。
（14）最低５種類の帳票を封入することが可能なこと。
（15）定型封筒への最大封入枚数は８枚、定型外封筒（角2封筒）への最大封入枚数は24枚が可能なこと。
（16）ディスプレイ上に日本語でメッセージ表示がされること（漢字、ひらがなを用いた表示）。
（17）安全性の為、用紙の搬送経路にカバーがありカバーを開けた状態では作動しないこと。カバーが開いている場合、その箇所を示すメッセージがコントロールパネル上に表示されること。
（18）作業については途中で止めることができること。
（19）バーコード制御により封緘の可否設定をすることができること。
（20）複数枚封入する場合、帳票をまとめ折り、単体折りの指定ができること。
（21）シートフィーダー及びインサートフィーダーの用紙積載枚数が300枚以上であること（Ａ４普通紙）。
（22）機器を設置することができるキャスター付き専用台を付属すること。

６．バーコード付与ソフト仕様
（１）封入封緘機への名寄せを行う際に必要なバーコード生成・付与ができること。
（２）オンプレミス方式であること。
（３）名寄せを行う対象帳票データはPDFファイルで取り込みが可能であること。
（４）入稿された帳票PDFファイルの結合やソート、名寄せ用バーコードの付与を行い封入封緘できる仕組みを作ること。
（５）帳票上のユニークコードを利用し、丁合するロジックを基にグルーピングし名寄せバーコードを付与すること。
（６）出力用紙及び枚数に合わせてPDFファイルを作成できること。
（７）丁合ロジックはカスタマイズが可能なこと。

７．保守仕様
（１）担当課からの連絡に応じて機器各部の点検・調整を行うこと。
（２）必要に応じて分解整備、清掃、注油、修理及び部品の取替えを行うこと。
（３）その他機器が正常に機能するための必要事項を行うこと。
（４）故障及びトラブル発生時の連絡体制を整備し、担当課からの連絡後、翌日までに着手し、専門技術者を派遣して対応し、正常な状態に回復させること。

８．共通仕様
（１）封入封緘機とバーコード付与ソフトはアフターサービスを考慮して同一メーカーの提供であること。
（２）封入封緘機サポート体制として、九州にメーカーサービス（部品倉庫）及び代替えデモ機があること。
（３）帳票作成ソフトの丁合ロジックカスタマイズ時にメーカーサポートが十分に受けられること。
（４）保守メンテナンスについては再委託を認めること。



以上　　　


